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契約研究者逮は、これを「心理的契約違反j 問題として議論している o それは、基本的に
従業員が、企業に対して長期的信頼関係、役割外行動への意欲、忠誠心の高さ、組織市民
















































































































































































































③実施期間 2004年 12月'"'-'2005年 1月
④調査対象:関西電機メーカ--3社 従業員 710名 (事務・営業職、技術職、管理職)
⑤調査方法:郵送調査法
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質問 21(会社評価正当) 0.722 一0.034 0.103 0.135 一0.082 0.558 
質問 23(出世機会) 0.589 -0.102 0.153 一0.023 一0.075 0.387 
質問 16(年功昇進評価志向) 0.474 0.019 0.154 0.136 -0.101 0.278 
質問 3(会社呂標受容) 0.447 -0.119 0.144 0.208 一0.017 0.278 
質問 19(チーム所属) 0.424 一0.375 0.240 0.231 一0.040 0.433 
質問 18(会社家族観) 0.416 一0.024 0.067 0.252 一0.362 0.373 
質問 20(相互扶助肯定) 0.287 一0.273 0.098 0.124 0.057 0.185 
質問 10(職務目標専念) -0.014 0.625 一0.136 0.011 0.151 0.432 
質問 11(時間内重視) -0.136 0.609 -0.065 一0.075 0.177 0.430 
質問 9(最低努力志向) 一0.069 0.526 一0.103 一0.038 0.366 0.428 
質問 2(勤務時間) 一0.015 0.521 一0.150 0.051 0.112 0.310 
質問 4(仕事熱中否定) 一0.112 0.378 一0.044 一0.109 0.253 0.233 
質問 13(職務自標達成) 0.202 0.214 0.048 0.131 0.027 0.107 
質問 15(能力向上) 0.216 一0.170 0.958 0.052 -0.052 0.999 
質問 17(成長志向) 0.341 一0.279 0.592 0.097 0.024 0.554 
質問 12(キャリアアップ) 0.215 一0.088 0.376 一0.118 一0.079 0.215 
質問 14(会社志向) 0.255 0.013 0.035 0.667 -0.361 0.642 
質問 22(定年雇用志向期待) 0.180 一0.102 0.005 0.600 0~161 0.429 
質問 7(長期就労志向) 0.216 一0.046 0.007 0.589 0.090 0.404 
質問 24(キャリア国定視) 一0.161 0.162 -0.163 0.251 0.113 0.155 
質問 1(金銭重視) 一0.121 0.231 一0.075 0.061 0.412 0.247 
質問 5(残業手当重視) 一0.014 0.113 0.019 0.041 0.400 0.175 
質問 8(忠誠心否定) 一0.142 0.208 -0.014 一0.294 0.393 0.305 
質問 6(職場で職務専念) 0.031 0.114 一0.048 0.181 0.323 0.154 
? ??? ??
4.928 2.433 1. 768 1.397 1.085 


























第1 第2 第3 第4
因子 因子 因子 因子
0.621 -0.066 一0.128 一0.116
0.599 -0.082 一0.140 一0.056
0.584 0.077 同 0.217 -0.046 
0.499 0.046 一0.215 0.021 
0.481 一0.124 一0.065 一0.092
0.417 一0.217 -0.035 0.106 
0.380 -0.234 0.026 一0.248
0.309 一0.127 0.103 0.069 
-0.062 0.661 0.162 0.185 
一0.109 0.520 0.231 0.034 
一0.193 0.512 0.029 0.229 
一0.020 0.483 0.183 0.141 
一0.101 0.389 0.202 0.230 
一0.161 0.219 0.805 0.050 
一0.168 0.232 0.738 0.152 
-0.112 0.213 0.380 一0.134
-0.324 0.319 0.352 0.269 
0.013 0.158 0.032 0.627 
0.011 0.104 0.058 0.626 
一0.166 0.362 一0.045 0.579 
4.711 2.174 1.683 1.286 
























た40 その結果、 5つの因子を抽出することが出来て、累積説明率も 48.39%となった。そ
こで次に因子負荷量の低い尺度をカットして (.300未満)、再度因子分析を行い、 4因子














































平均 標準 2 3 4 5 6 7 
{車 偏差
1.第1因子:割り切り 0.00 0.86 
関係志向
2.第2因子:年功昇 0.00 0.81 山0.060
進評価志向
3.第3民子:キャリア 0.00 0.88 一0.084 0.122** 
開発志向
4.第4因子:定年産 0.00 0.81 ー0.039 0.191** 一0.006
用志向
5.収入(数値化) 782.97 225.32 目 0.205** -0.005 -0.094* 0.149** 
6.年齢 40.73 7.90 四0.079 -0.092* -0.311** 0.264** 0.666** 




因子 職業 度数 平均値 F値 有意性
第1因子 管理職 158 一0.178 6.240 ** 
割り切り関係志向 技術・専門職 288 0.038 
営業・事務職 61 0.243 
合計 507 -0.005 
第2~子 管理職 158 0.055 1.398 
年功昇進評価志向 技術・専門職 288 -0.059 
営業・事務職 61 0.078 
合計 507 一0.007
第3因子 管理職 158 -0.201 7.372 ** 
キャリア開発志向 技術・専門職 288 0.127 
営業・事務職 61 -0.057 
合計 507 0.002 
第4因子 管理職 158 0.006 0.252 
定年産用志向 技術・専門職 288 0.002 
営業・事務職 61 -0.075 




因子 学歴4分類 度数 平均値 F値 有意性
第1因子 高校・短大綱高専 121 0.109 1.875 
割り切り関係志向 大卒文系 62 0.030 
大卒理系 206 -0.105 
院卒 125 0.052 
合計 514 0.000 
第2因子 高校園短大・高専 121 -0.082 2.985 * 
年功昇進評価志向 大卒文系 62 0.207 
大卒理系 206 一0.077
院卒 125 0.098 
合計 514 一0.001
第3因子 高校・短大田高専 121 一0.213 5.021 ** 
キャリア開発志向 大卒文系 62 一0.038
大卒理系 206 0.006 
院卒 125 0.217 
合計 514 0.000 
第4因子 高校・短大・高専 121 0.303 8.473 ** 
定年麗用志向 大卒文系 62 一0.189
大卒理系 206 -0.038 
院卒 125 -0.141 
合計 514 -0.001 
(注)有意性は料:pく.01，*:pく.05，+:pく.10
図表 1-8 所属企業別の4因子得点平均とその差の分散分析
因子 企業 度数 平均値 F値 有意性
第1因子 A社 249 -0.048 2.380 + 
割り切り関係志向 B社 180 0.110 
C社 86 -0.092 
合計 515 0.000 
第2因子 A社 249 一0.067 18.308 ** 
年功昇進評価志向 B社 180 -0.130 
C社 86 0.465 
合計 515 0.000 
第3因子 A社 249 一0.002 10.283 ** 
キャリア開発志向 日社 180 一0.165
C社 86 0.350 
合計 515 0.000 
第4因子 A社 249 0.083 2.907 + 
定年雇用志向 自社 180 一0.047
C社 86 -0.140 















































図表 1- 1 0 4因子得点と職場での相談回数との相関
平均 標準 2 3 4 
{塵 偏差
1.第1因子:割り切り関 0.00 0.86 
係志向
2.第2因子:年功昇進 0.00 0.81 -0.060 
評価志向
3.第3因子:キャリア関 0.00 0.88 目 0.084 0.1 22** 
発志向
4.第4因子:定年麗用 0.00 0.81 ー0.039 0.191** 一0.006
志向
5.職場での月間相談







































図表 1- 1 1 心理的契約とエンブロヤピリティ自信度、人事制度評価、コミットメント
平均 標準
{重 傷差 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 
心理的契約
1.第1因子:割り切り関係志向 0.000 0.858 
2.第2因子:年功昇進評価志向 0.000 0.814 -0.060 
3.第3因子:キャリア開発志向 0.000 0.881 -0.084 0.122林
4.第4因子:定年雇用志向 0.000 0.812 -0.039 0.191料 0ー.006
エンプロヤピリティ
5.間業種エンプロヤリティ自信
3.757 0.798 -0.240** 一0.063. 0.170** -0.017 度
6.異業種エンプロヤリティ自信
3.190 0.824四 0.122** 四 0.039 0.108* ー0.022 0.576** 度
成果主義的人事制度への評価
7.賃金・評価制度の適切さ 2.992 0.888 0.008 0.380林 0.067 0.197 -0.118林 山 0.075
8.賃金・評価制度の公平さ 2.715 0.898 -0.029 0.454料 0.170林 0.142林 一0.053 -0.037 0.511林
9.賃金・評価制度の満足度 2.819 0.973 -0.029 0.441 0.166林 0.139林ー0.106* 一0.052 0.422林 0.609林
組織コミットメントの変化
10.感情的コミットメント変化 0.000 1.000 -0.145林 0.582林 0.130料 0.439林 ー0.062 -0.098* 0.348料 0.415林 0.403林











































































































































































































































年功昇進評価志向 志向する 191 31 
志向しない 118 37 





キャリア開発志向 志向する 120 42 
志向しない 183 20 
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イコミットメント・モデル(Lawler，1986; Walton， 1985)や革新的労働慣行 (innovativework 
oractice)、高業績労働慣行 (hi位performancework practice; HPWP)が、どのような組織や
同においても高い成果を生み出す最善の取附策切とする見解が根強い(Arthur，
1994: Huse1id， 1995; Pfeffer， 1994) 0 
これらは従業員参加型の経営を志向する HRMモデ、ルで、あり、従業員の組織や職務に
対するコミットメントを増大させることを主眼としている (Lawler，1986; Walton， 1985) 0 






























2001:松山、 2002;Shore & Wa戸le，1993;鈴木、 2002;高木、 2003)から支持を受けている、





















内容を有するという研究は数多い(例えば松山、 2002; Meyer， Paunonen， Gellat1y， Goffin & 






1997)が、 V こでは特γ報酬福示IJ政策なかでも米国において研究蓄積が比較的多いとされ」 出 owner抑 stockplan: ESO悦例にとって検討してみよう。
る従業員ittithL122121fr:442ZZT1222 
lにこ福樹郁酬季和利!リjとLて提供する施策を指している (阻除剛el民開 T羽u叫ck似er.刊似&百TosωC加 a，
1989)0例えばESOPを導入する以前と以後を比較した研究にTuckeret al. (1989) 





















































積み重ねによって形成されるため持続的競争優位の源泉となり得る (Bamey，1986; Wright 

































































大学卒が 165名 (24.7%)、大学院卒が 66名 (9.9%)で、あった。職種については、製造職
が253名 (37.9%)、生産技術職が43名 (6.5%)、営業・販売職が 114名(17.1%)、管理・
企画職が53名 (7.9%)、技術・研究・開発職が 161名 (24.1%)、資材その他が43名 (6.5%)
で、あった。退職金前払い制度の選択者は 141名 (21.1%)、非選択者は526名 (78.9%)で

















目であった。残りの l項目は不採用とした。Allen& Meyer (1990)に従いそれぞれを愛着
的要素、規範的要素、存続的要素と命名した。 3因子による累積寄与率は45.54%
図表2 組織コミットメントの因子分析結果
質問項目 愛着的 規範的 存続的
この会社が気に入っている .77 .03 .02 
他の会社ではなく、この会社を選んで、本当によかったと思う .76 .03 .04 
友人に、この会社がすばらしい働き場所であると言える .72 .06 一.09
この会社の発展のためなら、人並み以上の努力を喜んで .70 .17 .10 
払うつもりだ
この会社にいることが楽しい .69 .09 -.10 
この会社で働くことに決めたのは、明らかに失敗であった 一.68 .12 一.02
もう一度就職するとすれば同じ会社に入る .65 .27 一.09
いつもこの会社の人間でいることを意識している .56 .12 .29 
この会社にとって重要なことは、私にとっても重要である .53 .12 .20 
この会社があたかも自分自身の問題であるかのように .51 .22 .18 
感じる
会社のためにカを尽くしていると実感したい .50 .10 .24 
この会社のためだけに苦労したくない -.41 一.27 .08 
この会社を辞めると、人に何といわれるかわからない .01 .79 .10 
会社を辞めることは、世間体が悪いと思う .00 .76 .21 
この会社を辞めたら、家旗や親戚に合わせる顔がない .15 .70 .22 
今この会社を去ったら、私は罪悪感を感じるだろう .24 .59 .01 
この会社を辞めたいと思っても、今すぐにはできない 一.01 .01 
この会社を離れたら、どうなるか不安である .13 .25 
この会社で{動き続ける理由の一つは、ここを辞めること .07 .13 
がかなりの損失を伴うからである



















地域限定社員制度 .66 .07 
退職金前払い制度 .57 .30 
早期退職優遇制度 .50 .12 
施設政策 .07 .49 
休暇制度 .09 .42 
従業員持ち株制度 .20 .41 

































































二乗誤差平方根 (RMSEA) をみたところ、 0.059で、あった。これは 0.05を上回る値で












































































よる便益を享受する組織構成員にのみあるとする研究 (Chiu& Ng， 1999; Islam， 1997) 
と、そうではなく便益を享受しない構成員に対しでも効果があるとする研究(Grover& 





1 日本経済新聞(夕刊)、 2001年7月26日号、 3頁。
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U(X) = _e-rx 
従業員はリスク回避的であり、 r>ーはりスク回避度を示すD また、従業員の収入は


















































































































































































生産管理が 11%、営業・販売が 4%、仕事の内訳は、技術職が 53%、係長以上の管理
職が31%、一般事務職が 10%、一般営業職と専門職がそれぞれ数%である(図表6-2)0 















人数 管理職 職 員
研究開発 55 243 2 
製造・生産管E 37 13 6 
営業・販売 6 1 
事務部門 48 6 38 
その他 13 9 41 










因子 職種 度数 平均値 F値 有意性
①転職自信度 管理職 158 3.861 5.573 ** 
(商業種) 技術職 270 3.800 
営業職 10 3.800 
事務職 51 3.235 
専門職 17 3.882 
研修・訓練中 2.000 
その他 7 3.429 
--怖"・ー附柳欄幽---欄輸幽岨困--欄剛・・ー・・--“・・・網"・・・・・ー・・柵・・・・・・・・・・・・ー国刷---園"・ー .ー刷暢.嗣ー面倒暢梅園・--欄網-・・-綱嶋.・・--咽刷幽.・------網"・・・・世---ー・網"・・・幽崎輔副暢--由同網"・・・ー・"“・・・・・・・・・幽・・・・・・W柵蜘・ー--酬---網綱同--圃酬.
合計 514 3.757 
②転職自信度 管理職 159 3.327 1.314 
(異業種) 技術職 271 3.140 
営業職 10 3.300 
事務職 51 3.039 
専門職 17 3.059 
研修・訓練中 3.000 
その伯 7 3.286 














因子 職種 度数 平均値 Fi直 有意性
①転職自信度 技術系管理職 92 3.902 3.874 ** 
(開業種) 事務系管理職 66 3.803 
技術系一般 278 3.770 
事務系一殻 78 3.500 
合計 514 3.757 
一一一一一一一一一一一一一-一一一…一一一一一一…一一個
②転職自信度 技術系管理職 92 3.283 2.361 + 
(異業種) 事務系管理職 67 3.388 
技術系一般 279 3.125 
事務系一般 78 3.141 
-・・ーー--園圃幽剛司欄.幽幽-------・・ー------幽・・・・ー"・ーー幽剛脚"・・・・--剛網刷園・・・・・・・・-ー・・--・・輪白幡欄・・m刷崎桐明---幽幽暢働働組帽明司-----幽---網--・・--・~---~幽桐畑--幽幽--輸相ー---・・"・・・・刷欄鵬嗣.圃働組舗網開---艦船刷鴨・・岨幽働旬開閉帽.幽幽ー.司'
合計 516 3.190 


























平均値 標準備差 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 12 
1.転職自信度 3. 757 O. 798 
(開業)
2.転職自信度 3. 190 0.824 0.576 
(異業種)
3. コミットメント 3. 161 0.941 0.005**一0.019本
(感情的1) 
4. コミットメント 2 2.610 1.009 -0.053 -0.066 O. 708 
(感情的2)
5. コミットメント 3 2.800 0.913 0.072 O.∞0** 0.651 0.652 
(感懐的3)
6. コミットメント 4 2. 703 0.922 同 0.011 一0.039* 0.633 0.646 O. 743 
(感情的4)
7. コミットメント 5 2.294 1.069 同 O.137 一O.136 0.084 O. 159 0.058 0.096 
(存続的1) 
8. コミットメント 6 3.025 1.146 同 O.190 一0.207 0.029* 0.045* 町 0.059 -0.046* 0.505 
(存続的2)
9. コミットメント 7 2.236 1.059 一O.145 -0.116 0.065 O. 146 0.029* 0.062 O. 714 0.493 
(存続的3)
10.コミットメント 8 2.120 1.007 一O.164 -0. 135 0.064 0.132 一0.014* 0.030* O. 701 0.445 O. 798 
(存続的4)
11.コミットメント 9 2.893 0.952 0.019* -0.024* 0.650 0.658 O. 718 O. 703 0.164 0.050 O. 116 0.080 
(感情的5)

































項目 7 (この会社をやめることは世間体が悪いと思うようになった)と項目 8 (この会
社をやめると人に何と言われるかわからないと思うようになった)はほぼ同じ傾向が見ら
れる o これら 2項目に対しでもっとも否定的なのが異業・高エンブロイヤピリティグルー
プである o どちらの項目でも否定的回答がグループ。全体の 65%を占める一方、肯定的回答
は 1001以下となっている D 同業・高エンプロイヤピリティグループ。も全体的には異業・高
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エンプロイヤピリティグノレーフ。と同じ傾向を示しているが、完全否定の 1点の回答よりも
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織コミットメントは3つの要素により捉えられることが多い。その 3つの要素とは、(1 ) 
情緒的コミットメント、(2)存続的コミットメント、(3)規範的コミットメントである
(Meyer & Allen， 1990) 0 これら 3つの構成要素は、それぞれ弁別可能な心理状態を指すと
されている D 次節で、これらの 3種類のコミットメントについて説明する o
3-1-1. 情緒的コミットメント





























を再確認する結果が出ている。一方で、、 Mayer& Schoorman (1992) らの研究では、情緒的
コミットメントは役割内のパフォーマンスと正の相関があることは確かめられたが、存続
















































現在、ホイッスル・ブ口一イングの定義には、 Near& Miceli (1985) の行なった定義が















もホイッスル・ブローイングに含まれる行為である o Near & Miceli (1985)の定義は簡略
であるために、内部通報を始めとして、現在のホイッスノレ・ブローイングを取り巻く状況




































































































も取引を打ち切られ業績は悪化していった D さらに倉庫業法違反により営業停止 7日間の
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0.4 0.3 3.1 6.1 0.5 3.1 13.6 86.4 100.0 1975 
0.6 0.3 2.8 7.0 0.6 3.4 14.9 85.1 100.0 1980 
0.8 0.3 2.8 7.7 3.9 15.4 84.6 100.0 1985 
0.6 0.4 2.8 7.9 0.5 4.2 16.2 83.8 100.0 1988 





0.3 2.8 8.9 0.5 4.3 17.1 82.9 100.0 1995 
出所:藤田・塩野谷(1997)
以上の傾向を反映し、各企業は福利厚生制度の改革に真剣である。そして、これらの改













































つが更に細分化される(図表 9-3)0最初の分類は r( 1 )労働力の効率的利用Jr ( 2 ) 
コストの節減Jr ( 3)組織の維持・安全Jr (4 )従業員満足j である。この内、 r( 1 )労
働力の効率的利用jは r( i )労働能力の向上Jr (心労働意欲の向上Jr(温)労働力の維





また、 r( 2 )コストの節減j は r( i )原材料・経費・時間の節減Jr (五)人件費節減j
に分割される。
一方、 r( 3)組織の維持・安全Jは r( i )従業員秩序の維持・安定Jr (証)労使関係秩









































のは、 r( 1)労働力の効率的利用Jにおける r(出)労働力の維持・保全j の「①定着化j、
r (3)組織の維持・安全Jにおける r(心労働関係秩序の維持・安定jの「③企業福祉の
社会的水準化・向上J、(4)従業員満足における r( i )生活満足Jr (註)企業満足jであ
る。しかし、これらはもちろん人事労務管理における服務管理などが中心となって改善を
実施しなければならない目的である。従って、福利厚生は他の人事労務管理を前提として、










しての知識体系の形成と保持(記憶)J (吉田、 1991) とされる D つまり、組織間学習は組
織学習22に内包されつつも、さらに、組織間での知識体系の交流が行われることである。
従って、組織関学習の促進要因とは、組織学習の促進要因とされる組織文化 (Schein，1984)、
戦略 (Chandler，1962; Cyert & March， 1963; Daft & Weick， 1984)、組織構造(加ncan，1974; 
















る (Sakoラ 1992)0 従って、「善意に基づく信頼」は組織間学習を促進すると考えられる(延




r 1. 3福利厚生の意義jの議論より、福利厚生は、従業員の企業に対する f①定着化J
22組織学習とは「エラーの修正とその発見にかかわる行動J(Argyris & Schon， 1978)とされ、一般的
に高次学習と低次学習とに二分される(Ar郡司s& Schon， 1978; Fiol & Lyles， 1985)。
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説世評







仮説 1 企業グループ(系列)において、福利厚生の充実は「善意に基づく信頼j を
強化する。





















































































































支給額は、 60ヶ月達成時に 10万円、 120ヶ月達成時に 10万円、 180ヶ丹達成時に 10万


























割引率は、特定国定金利型 (3年、 6年、 7年又は 10年間は一定利息で、その後見直し)
の場合には O.05%、固定金利型の場合には O.12弘、変動金利型の場合には 0.10%>である D
( vli)事業主共済
S社の外注先の専門工事業者がS社の施工現場で発生した損害に対して、その賠償を共

















補償は 5万円以上の被害にあった場合に限定し、一事故最大 100万円まで補償する D
( vii)福利厚生施設
S社の施工現場に従事する技術者は所定のホテル、旅館、式場、スポーツ場、スポーツ
施設などを所定金額の 20%引き、 15%)引き、 10%引きなどの値段で利用することができる D
これらの利用施設は、 S社協力会契約によるもの、 S社直営であるもの、 S社健康保険組
合運営によるもの、 S社法人会員が提供するもの、など多様である。
3. 3 S社協力会の信頼と学習
r 3. 2 S社の協力会と福利厚生」から、 S社が外注先の専門工事業者に提供している
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( 3 )実施期間 2004年 12月'"'-'2-0 0 5年1月
(4 )調査対象:関西電機メーカー3社従業員710名 (事務系・技術系)
( 5 )調査方法:郵送調査法





































次に、年齢に関しては、 21歳から 59歳までの回答があり、平均年齢は 40.73歳である。
その内訳は 10歳ずつに分類すると、 20代 45名 (8.7%)、30代 184名 (35.6%)、40代 216
















20代 30代 40代 50代
年代
配偶者の有無に関しては、配偶者・子供共に有りが 336名 (65.0%)、配偶者有り・子供無
しが 64名(12.4%)、配偶者無しが 117名 (22.6%)である(図表ll-A-1-3)o
最終学歴に関しては、高校卒 84名 (16.2%)、専門学校卒 16名 (3.1%)、大学文系卒 62
名 (12.00/0)、大学理系卒207名 (40.0%)、大学院文系卒(修士・博士合計)3名 (0.60/0)、
大学院理系卒(修士・博士合計)122名 (23.60/0)、高専・短大卒 1名 (2.1%)、その他 1


























万円以上800万円未満 174名 (3.70/0)、 800万円以上 1000万円未満 152名 (29.40/0)、 1000
万円以上 1200万円未満73名(14.1%)が主要な構成である(図表II-A-1-5)o
最後に住居に関しては、持ち家所有(マンション含む)343名 (66.3%)、社宅・賃貸住宅・




























































1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
年代


































































































































































































































































































































































































































































































































































2 3 4 5.....戸
質問 21(会社評価正当) 0.722 一0.034 0.103 0.13~ メ0.082
質問 23(出世機会) 0.589 一0.102 0.153 j/ パ話23 -0.075 
質問 16(年功評価志向) 0.474 0.019 以154 0.136 一0.101
質問 3(会社目標受容) 0.447 ~ 0.144 0.208 -0.017 V 
質問 19(チーム所罵) 0.424 一0.375 0.240 0.231 一切
質問 18(会社家族観) 0.416 一0.024 0.067 0.252/ メふ362
質問 20(相互扶助肯定) υ.LOI 一0.273 0.098 少14 0.057 
質問 10(職務目標専念) -0.014 0.625 -0.13与ン/0.011 0.151 
質問 1(時間内重視) 一0.136 0.609 例 5 一0.075 0.177 1 
質問 9(最低努力志向) 一0.069 0.526 ~0.103 一0.038 0.3yイ
質問 2(勤務時間) -0.015 0.521 -0.150 0.051 012 
質問4(仕事熱中否定) 一0.112 0.378 一0.044 一0.109レ10.253
質問 13(職務目標達成) 0.202 ，、 A 0.048 0.1〆0.027 、J."-
質問 15(能力向上) 0.216 -0.170 0.958 )>152 一0.052
質問 17(成長志向) 0.341 一0.279 0.592 〆0.097 0.0241 
質問 12(キャリアアップ) 0.215 一0.088 0.376 -0.118 一0.0;'9
質問 14(会社志向) 0.255 0.013 0.035 0.667 一片61
質問 22(定年雇用期待) 0.180 -0.102 0.005 0.600 10.161 
質問 7(長期就労志向) 0.216 一0.046 0.007 0.589 0.090 
質問 24(キャリア固定祝) 一0.161 0.162 一0.163 0.251 0.113 
質問 1(金銭重視) -0.121 0.231 一0.075 0.061 0.412 1 
質問 5(残業手当重視) -0.014 0.113 0.019 0.041 0.400 
質問 8(忠誠心否定) -0.142 0.208 一0.014 -0.294 0.393 























































485 93.8 93.8 
32 6.2 6.2 
517 100.0 100.0 
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
336 65.0 65.0 
64 12.4 12.4 
117 22.6 22.6 
517 100.0 100.0 
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
84 16.2 16.3 
16 3.1 3.1 
62 12.0 12.0 
207 40.0 40.1 
3 0.6 0.6 
122 23.6 23.6 
1 2.1 2.1 
1 2.1 2.1 
0.2 
517 100.0 100.0 
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
4 0.8 0.8 
14 2.7 2.7 
83 16.1 16.1 
174 33.7 33.7 
152 29.4 29.5 
73 14.1 14.1 
9 1.7 1.7 
0.2 0.2 
0.2 0.2 。 0.0 0.0 。 0.0 0.0 
5 1.0 1.0 
0.2 




1.持ち家所有 343 66.3 66.3 
2.社宅・賃貸住宅・借家 144 27.9 27.9 
3.家族等の家に同居 25 4.8 4.81 
4.その他 5 1.0 1.01 




1.研究・開発 313 60.5 60.5 
2.製造・生産管理 59 11.4 11.4 
3.営業・販売 19 3.7 3.7 
4.事務部門 95 18.4 18.4 
5.その他 31 6.0 6.0 
合計 517 100.0 100.0 
(A. 2-3 a)仕事内容
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
1.管理職 159 30.8 30.8 
2.技術職 272 52.6 52.6 
3.営業職 10 1.9 1.9 
4.事務職 51 9.9 9.9 
5.専門職 17 3.3 3.3 
6.研修・訓練中 0.2 0.2 
7.その他 7 1.4 1.4 
合計 517 100.0 100.0 
(A. 2…3 b)職位
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント | 
1.一般社員 143 27.7 27.7 
2.係長・職長相当 243 47.0 47.1 
3.部課長棺当またはそれ以上 127 24.6 24.6 
4.その他 3 0.6 0.6 
欠損数 0.2 
合計 517 100.0 100.0 
(A. 2-4)転職回数
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
1. 0回 434 83.9 83.9 
2.1-2回 71 1-3.7 13.7 
3. 3回以上 12 2.3 2.31 





1.今の会社で、働き続けたい 386 74.7 75.0 
2.いずれは転職したい 53 10.3 10.3 
3.いずれは独立したい 30 5.8 5.8 
4.家業を継ぐつもり 0.2 0.2 
5.辞めて自由になる 13 2.5 2.5 
6.その他 32 6.2 6.2 
合計 515 99.6 
欠損数 2 0.4 
合計 517 100.0 100.0 
(8. 1-2)専門性
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
1.いろいろな業務を経験して、管理職 174 33.7 33.9 
として能力を発揮したい
2.自分の専門性や特殊能力を活かし 252 48.7 49.01 
て、専門職として活躍したい
3.地位や仕事にとらわれずに、定年 60 11.6 11.7 
まで勤め上げたい
4.特に希望はなく、成り行きに任せる 28 5.4 5.4 
合計 514 99.4 
欠損数 3 0.6 
合計 517 100.0 100.0 
(8. 1 -3.1)転職した場合の自分の職務能力自信(向業種)
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
1.全然自信はない 5 1.0 1.01 
2.余り自信はない 37 7.2 7.2 
3.どちらとも冨えない 100 19.3 19.5 
4.まあまあ自信はある 308 59.6 59.9 
5.大いに自信あり 64 12.4 12.5 
合計 514 99.4 
欠損数 3 0.6 
合計 517 100.0 100.0 
(8. 1-3. 2)転職した場合の自分の職務能力自信(異業種)
度数 ハ。一セント 有効ハ。一セント
1.全然自信はない 11 2.1 2;1 
2.余り自信はない 87 16.8 16.9 
3.どちらとも苔えない 226 43.7 43.8 
4.まあまあ自信はある 177 34.2 34.3 
5.大いに自信あり 15 2.9 2.9 
合計 516 99.8 
欠損数 0.2 




1.待日 132 25.5 25.5 
2.遇に2-3回以上 144 27.9 27.9 
3.週に一回程度 94 18.2 18.2 
4.月!こ2-3回 40 7.7 7.7 
5.月一回程度 32 6.2 6.2 
6.月一回未満 12 2.3 2.3 
7.あまりしない 62 12.0 12.0 
8.わからない 0.2 0.2 
合計 517 100.0 100.0 
C. 人事制度についての考え方
(C. 1-1)賃金制度一般のあり方について
平均値 分散 最小値 最大値 有効度数 欠損数
1.賃金は個人の実際の仕事の成果 3.9 0.7 5 516 
(業績評価)に応じて決めることが望ま
しい
2.賃金は傭人の職務能力に応じて決 3.8 0.6 5 516 
めることが望ましい
3.賃金は年齢や勤続年数に応じて決 2.7 0.8 5 516 
めることが望ましい
4.賃金は仕事の価値に応じて決める 3.3 1.0 5 515 2 
ことが望ましい
(C. 1-2)経営戦略や人事政策について
平均懐 分散 最小値 最大値 有効度数 欠損数
1.わが社の経営環境は競争が厳し 4.4 0.7 5 516 
い
2.わが社の経営戦略はコスト重視で 3.5 1.0 5 516 
ある
3.わが社の経?を営重戦視略しは製品や技術 3.7 0.9 5 516 
について革新 ている
4.わが社の経営方針は現在の経営 3.2 0.8 5 514 3 
環境に対して適切である
5.わが社の現在の賃金及び評価制 3.0 0.8 5 516 
度は現在の経営環境では会社として
適切である
6.わが社の賃金及び評価制度の実 2.7 0.8 5 516 
際の運用は公正だと感じられる
7.わが社の賃金及び評価制度に対し 2.8 0.9 5 515 2 
て個人的に満足している
8.わが社において、能力向上は会社 3.7 0.7 5 516 
の責任というより社員自身の責任であ
るという考え方が強い
9.わが社では能力開発の機会は社 3.1 0.9 5 516 
内・社外に十分に与えられている




平均値 分散 最小鐘 最大値 有効度数 欠損数
1 .私の仕事の成果を評価するのは困 3.1 1.1 5 516 
難である
2.目標の設定に関して上司と十分に 3.3 1.1 5 516 
話し合う機会がある
3.評価の結果に関して上司と十分に 3.2 1.1 5 516 
話し合う機会がある
4.業績給にはチームや事業部門の 3.8 0.7 5 515 2 
成果も反映されるべきである
5.業績給は賃金を引き下げるための 3.1 1.2 5 516 
口実である
6.自分の成績が悪ければ降給もや 3.5 0.9 5 515 2 
むをえない
7.事業部門や仕事の違いによって業 4.0 0.8 5 515 2 
績評価は不公平となる
8.仕事を行う能力と実際の成果はつ 4.2 0.6 5 515 2 
ながらないことがある
9.私の業績は正当に評価されている 3.2 0.7 5 516 
10.現在の仕事は私の業績(成果)の 2.4 0.8 5 516 
達成につながらない
(C. 1 -4)仕事環境や仕事意識の変化について
平均値 分散 最小値 最大値 有効度数 欠損数
1.仕事の目標は明確となった 3.6 0.9 5 517 。
2.私の給与は増大した 2.8 1.4 5 517 。
3.仕事の負担は増えた 4.0 0.8 5 517 。
4.職場の協力の雰囲気は減少した 2.9 1.2 5 516 
5.同僚とのフイバル意識が強まった 2.5 0.8 5 516 
6.部下や後輩の育成に努力する考え 2.6 1.3 5 516 
は弱まった
7.庭用の安定は期待できなくなった 3.8 1.1 5 516 
8.昇進・昇格は困難になった 3.5 1.1 5 516 
9.努力が報われるという意識が高ま 2.7 0.9 5 516 
った
10.転職を意識するようになった 3.0 1.3 5 515 2 
11.仕事に関わる技能や知識を学ぼ 3.6 0.7 5 516 
うとする意欲が高まった
12.仕事で新しい課題に取り組もうと 3.5 0.7 5 516 
する意欲が高まった
13.仕事について考える時間が増え 3.6 0.9 5 515 2 
た
14.自社の企業業績に関する意識が 3.7 0.8 5 515 2 
高まった
15.会社の都合で職務の変更に応じ 3.1 0.9 5 516 
ることは不利になると考えるようになっ
た






1.受け入れられない 5 1.0 
2. 110未満 32 6.2 
3. 10-120 94 18.2 
4. 120-130 109 21.1 
5. 130-140 29 5.6 
6. 140-150 104 20.1 
7. 150-200 47 9.1 
8.200以上でもかまわない 76 14.7 
9.その他 2 0.4 
10.分からない 19 3.7 


















































平均値 分散 最小値 最大値 有効度数
1.他の会社でなく、この会社を選んで 3.2 0.9 5 516 
本当によかったと患うようになった
2.もう一度就職すれば、同じ会社に 2.6 1.0 5 516 
入りたいと考えるようになった
3. ¥...の会社にいることが楽しいと考え 2.8 0.8 5 515 
るようになった
4.友人に、」の会社がすばらしい働 2.7 0.8 5 516 
き場所で、あると言えるようになった
5. ¥...の会社を辞めたら、家族や親戚 2.3 1.1 5 514 
に会わせる顔がないと，思うようになっ
た
6. ¥...の会社を離れたら、どうなるか不 3.0 1.3 5 516 
安であると感じるようになった
7.会社を辞める」とは、世間体が悪 2.2 1.1 5 516 
いと思うようになった
8. ¥...の会社を辞めると人に何と冨わ 2.1 1.0 5 516 
れるかわからないと思うようになった
9. ¥...の会社を好きだと思うようになっ 2.9 0.9 5 516 
てきた







平均値 分散 最小値 最大値 有効度数 欠損数
1.自分の仕事は主にお金を稼ぐた 3.5 1.2 5 517 。
めにしている
2.決められた勤務時間どおりに働く 2.5 1.4 5 517 O 
方が好きだ
3.会社の自標は良いと思っている 3.4 0.8 5 517 o 
4.仕事にあまり熱中しすぎない方 2.8 1.2 5 517 。
がよい
5.残業に対して、規定通りお金が 4.2 0.8 5 516 
支払われることを望んでいる
6.会社では仕事だけに専念してい 3.7 0.9 5 517 O 
る
7.今の仕事をなるべく長く続けるつ 3.6 0.8 5 517 。
もりだ
8.会社に忠誠心を余り抱かないの 3.1 1.0 5 517 O 
が普通だと思う
9.仕事をすませるのに必要なこと 2.6 0.9 5 517 。
だけをするようにしている
10.自分の仕事だけの目標が満た 2.2 0.8 5 517 O 
されるだけで満足である
11.基本的に規則で決められた時 2.7 1.4 5 517 o 
間の範閣内だけで働きたい
12.この仕事は、私の将来のキャリ 3.1 1.1 5 517 。
アアップの為のステップだ
13.主に仕事で与えられた目標を 3.1 0.8 5 516 
達成するために働きたい
14. ;::の会社のためにいつまで、も働 2.8 1.0 5 517 。
こうと思う
15. ;::の会社で仕事をする」とで、 3.9 0.7 5 517 O 
自分の能力の向上を図りたい
16.会社に長く勤めてその目標達 2.9 1.0 5 517 。
成に努力することが昇進につながる
17.;::の会社の中で、自分が成長 4.0 0.6 5 517 。
することを望む
18.私にとって会社は家族のような 2.4 1.0 5 516 
ものであると感じる
19.私は、」の会社でチームのー 3.5 0.9 5 517 o 
員であると感じる
20.仕事で同僚に厄介な問題があ 3.8 0.5 5 517 O 
ったときは、あとあとのことを考えて
彼(彼女)を助けたい
21.;::の会社は、従業員の努力に 2.9 0.8 5 517 。
きちんと報いていると感じる
22.会社が定年まで躍用を保障し 3.5 1.0 5 517 。
てくれるならば、この会社に最大限
の貢献をしたい
23.;::の会社には一所懸命働けば 3.2 1.0 5 517 O 
出生する機会が十分ある




































2. 女性 山 、????， ，? 、
(2)年齢を教えてください。数字をご記入下さい。
満|||歳 (2)， (3) 
(3)配偶者の有無をお答え下さい。あてはまるものに一つOをおつけください。
1 . 有り(子供あり)
2. 有り(子供無し) 口3. 無し (4) 
(4)最終学歴をお答え下さい。あてはまるものに一つOをおつけくださいD
1 . 高校卒 5. 大朝]完文系(修士・博士)卒
2. 専門学校卒 6. 大朝関里系(修士・博士)卒
3. 大学文系卒 7. 短大・高専卒 口4. 大学理系卒 8.その他 (5) 
(5)昨年一年間の収入(税込)をお答え下さい。あてはまるものに一つOをおつけください。
200万円未満 7. 1200万円--1400万円未満
2. 200万円--400万円未満 8. 1400万円--1 600万円未満
3. 400万円--600万円未満 9. 1600万円--1 800万円未満
4. 600万円--800万円未満 1 O. 1800万円-2000万円未満
5. 800万円，...;1000万円未満 1 1. 2000万円以上














4. 事務部門(企画、総務、経理、人事等を含む) 日5. その他 (12) 
(3)現在の職位についてお伺いします。あてはまるものに一つOをおつけください。
(a)現在の仕事内容をお答え下さい。
1 . 管E盟議(係長以上) 5. 専門職
2. 技術職 6. 研修・訓練中




3. 部課長相当またはそれ以上 日4. その他 (14) 
(4)現在までの転職回数をお答え下さい。あてはまるものに一つOをおつけください。
O回


















1.毘裳翠他社の同じような職務についても通用する能力である 5 4 3 2 
















例.賃金は昔のままがよい(例なので回答して頂かなくて結構です)。 5 ① 3 2 1 
1.賃金は個人の実際の仕事の成果(業績割面)に応じて決めることが望ましい 5 4 3 2 
2.賃金は偲人の職務能力!こ応じて決めることが望ましい 5 4 3 2 
3.賃金は年齢や勤続年数に応じて決められることが望ましい 5 4 3 2 
4.賃金は仕事の価値に応じて決められることが望ましい 5 4 3 2 
」幽幽-・幽




1.わが社の経営環境は競争が厳しい 5 4 3 2 1 
2.わが社の経営戦略はコスト重視で、ある 5 4 3 2 1 
3.わが社の経営戦略は製品や技術について革新を重視している 5 4 3 2 
4.わが社の経営方針は現在の経営環境に対して適切である 5 4 3 2 
5.わが社の現在の賃金及び評価制度は現在の経営環境では会社として適切であ
る
5 4 3 2 
6.わが社の賃金および評価制度の実際の運用は公正だと感じられる 5 4 3 2 
7.わが社の賃金および評価制度に対して個人的に満足している 5 4 3 2 
8.わが社において、能力向上は会社の責任というより社員自身の責任であるとい
5 4 3 2 1 
う考え方カ匂金い
9.わが社では能力開発の機会は社内・社外に十分に与えられている 5 4 3 2 
10.わが社の教育訓練政策に個人的に満足している 5 4 3 2 
(25)， (26)， (27)， (28)， (29) 



























4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 1 
4 3 2 1 
4 3 2 
(35). (36). (37). (38). (39) 



















(45)， (46)， (47)， (.将)， (49)， (50)， (51)， (52) 

































3 2 1 
3 2 











2. 1 1 0未満だったらよい







































思苦うっかちとどら 5立目 2 、
Lとっ、
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
5 4 3 2 
(63)， (64)， (65)， (66)， (67)， 





























(73)， (74)， (75)， (76)， (77)， (78)， (79)， (80)， (81)， (82). (83)， (84) 



























思苦っうかちどらと 思わ苦な目かz b と、
Lとっ、
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 1 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
4 3 2 
巳 最後にこのアンケートについてのご意見がもしもありましたら、下に書いてください。
これで全て終わりです。
ご回答へのご協力どうもありがとうございました。
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